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ればならない（医療観察法33条１項：これを「当初審判」とい
い，以下，当初審判）。また，申立てがなされると，その申立
てを受けた地方裁判所の裁判官は対象者に対して，直ちに鑑定
医2による，（責任）能力鑑定，医療的観察のため，鑑定入院を
命じなければならない（医療観察法34条１項）。これを鑑定入
院といい，原則で２カ月，１カ月の延長が可能であり，その範
囲で，行なわなければならない。この期間中に，地方裁判所で
対象者の処遇が決定される。一方，地方裁判所は，検察官から
対象者の処遇に対する申立てがあった場合，保護観察所の長に
対し，対象者の生活環境の調査を行ない，その結果を報告する
ことを求めることができる（医療観察法38条）。実際，この任
にあたるのは，保護観察所に所属する社会復帰調整官である。
　社会復帰調整官は，鑑定入院先での本人との面接，家族等関
係者の面接，本人が過去受診した医療施設への照会等によって
対象者の情報を収集し，その環境を調査する。更に，地方裁判
所により，この対象者に対して，これらの情報の他，本人の立
場から意見書を提出する付添人（弁護士）3，本人自身も直接意
見を述べる機会が与えられる。そして，それらを総合的に考慮
して，対象行為を行なった際の精神障害を改善し，これに伴っ
て同様の行為を行なうことなく，社会に復帰することを促進す
るため，必要があると認める場合，入院もしくは通院による医
療を受けさせる旨の決定をしなければならない（医療観察法42
条１項１，２号）。すなわち，①精神障害を有しているか，②医
療観察制度により，社会復帰が可能か，③再犯の因果関係，社
会復帰に必要な生活環境等の点から検討がなされ，入院か通院
の処遇が決定される4。これらは，地方裁判所において裁判官
１人と精神科医１人（精神保健審判員5といい，以下，精神保健
審判員）の２人で合議体を構成し，処遇事件を取り扱うことに
なる（医療観察法11条）。審判においては，必要に応じて精神
保健参与員6の意見を聴いた上，裁判官と精神保審判員の合議
で，入院もしくは通院による医療にするか，意見の一致したと
ころによる（医療観察法14条）。
⑵入院による処遇
　当初審判により処遇が決められると，対象者は「指定医療機
関」で必要な医療を受けなければならない。この「指定医療機
関」とは，厚生労働省が定める基準に適合する国公立病院等の
中から指定した，「指定入院医療機関」「指定通院医療機関」を
併せていう（医療観察法16条）。
　入院の決定が出ると，対象者は「指定入院医療機関」に入院
し，厚生労働省が作成した「入院処遇ガイドライン」に沿った
専門的な医療を受けなければならない（医療観察法43条１項）。
おおむね18カ月以内をメドに治療が行なわれ，「急性期」「回復
期」「社会復帰期」の段階を踏みつつ，６カ月ごとに「指定入
院医療機関」の管理者は，地方裁判所に継続入院の申立てを行
なう。また，それ以外の期間でも，対象者の状況が改善し，地
口頭にて，知り得た情報は研究目的のみに使用すること，執筆
においては対象者及び聴取り協力者や所属等が特定されないよ
うに万全な配慮を行なうこと，事例調査データについての管理
方法等を書面及び口頭にて説明した上で行なった。また調査に
おいては，対象者個人が明確に特定できない範囲で研究に必要
な情報のみ提供を受けた。
Ⅲ .  医療観察法の概要
１.  医療観察法の目的
　心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に対し，その
適切な処遇を決定するための手続等を定めることにより，継続
的かつ適切な医療並びにその確保のために必要な観察及び指導
を行うことによって，その病状の改善及びこれに伴う同様の行
為の再発の防止を図り，もってその社会復帰を促進することを
目的とする（医療観察法１条）。その他，処遇の要否及び内容
を決定する裁判所の手続に関する事項，指定入院医療機関にお
ける医療，退院後通院するにあたり，地域社会における処遇等
について定められており，この法律による処遇に係わる者は，
対象者が，円滑に社会復帰ができるように努めなければならな
い。
２.  医療観察法の「対象者」と「対象行為」
　本制度の「対象者」とは，心神喪失又は心身耗弱の状態で重
大な他害行為（放火，強制わいせつ，強姦，殺人，傷害＜軽微
な傷害を除く＞，強盗：いずれも未遂を含む。またこれらの他
害行為を「対象行為」ともいい，以下，対象行為）を行なった
者（医療観察法２条２項）。
＜ⅰ＞不起訴処分において，「対象行為」を行なったこと及び
心神喪失者または心神耗弱者であることが認められた者。
＜ⅱ＞「対象行為」について，心神喪失を理由に無罪の確定判
決を受けた者，または心神耗弱を理由に刑を減軽する旨の確定
判決を受けた者。（医療観察法２条３項）。
　尚，医療観察法でいう「対象者」とは，「入院対象者」と「通
院対象者」とに分別できるが，本稿では，「通院対象者」の地
域定着に向けた支援について，事例を通じて考察することを目
的としているので，文中の「対象者」と表記している部分は，
後者の「通院対象者」をさす。
　また，疾病別では，統合失調症，統合失調症及び妄想性障害
が83％と最も多く，次いで精神作用物質使用による行動の障害
が6％，気分（感情）障害が4.5％となっている1。
３.  医療観察制度の流れ
⑴医療観察制度における審判
　＜ⅰ＞＜ⅱ＞の条件に該当する対象者がいる場合，検察官
は，その処遇を決めるにあたり，地方裁判所に申立てをしなけ
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域へ移行できる環境が整えば，直ちに退院許可の申立てを行な
わなければならない。
尚，2013（平成25）年６月末現在，全国で768床（うち国関係：
487床，都道府県関係：281床）の「指定入院医療機関」が整備
されている7。
⑶通院による処遇（地域社会における処遇）
　当初審判で通院決定の審判や，入院後退院許可の審判が下さ
れた場合，対象者は，「指定通院医療機関」で厚生労働大臣が
作成した「通院処遇ガイドライン」に沿った専門的な医療を受
けなければならない（医療観察法43条２項）。通院期間は，当
該決定のあった日から起算して３年間とするが，通じて２年を
超えない範囲でこの期間を延長することができる（医療観察法
44条）。この通院期間中に，対象者は，生活の場を地域に移す。
地域社会の中では，法務省保護局と厚生労働省社会・援護局福
祉部の共管により定められた「地域社会における処遇ガイドラ
イン」（以下，地域処遇ガイドライン）に基づき，地域に定着
するために必要かつ具体的な処遇が行なわれる。すなわち，関
係機関が相互に連携しあうことで，継続的かつ適切な医療の提
供や生活状況の見守り，生活指導，また必要な精神保健福祉サ
ービス等の援助を受けながら，対象者は，地域社会の中で，社
会復帰を目指していくことになる。この通院期間において，社
会復帰調整官は，対象者と適当な接触を保ち，医療機関や都道
府県知事，市町村長等の関係機関から報告を求めるなどして，
必要な医療を受診しているか否か，及びその生活状況を見守る。
また，継続的な医療を受けさせるために必要な指導その他の措
置を講ずる（医療観察法106条）。これを「精神保健観察」という。
　この精神保健観察期間中に，保護観察所は，地方裁判所に
対し，一定の要件に該当する対象者の処遇に対して，処遇終
了，通院期間延長，再入院の申し立てを行なう（医療観察法54
条１，２項，59条）。病状の悪化等による再入院は，通院期間中
であれば，精神保健福祉法による入院を妨げない（医療観察法
115条）。尚，2013（平成25）年６月末現在，推定であるが全国
で2969カ所の施設（うち病院・診療所が併せて442カ所，薬局
が2395カ所，訪問看護が132カ所）の「指定医療機関」が指定
されている8。
４.  社会復帰調整官
　社会復帰調整官とは，常勤の国家公務員で保護観察所に所属
する。精神保健福祉士その他精神障害者の保健及び福祉に関す
る専門的知識を有する者（医療観察法第20条第３項）で，政令
で定める①精神障害者の円滑な社会復帰に関心と熱意を有して
いること　②精神保健福祉士の資格を有すること，又は精神障
害者の保健及び福祉に関する高い専門的知識を有し，かつ，社
会福祉士・保健師・看護師・作業療法士もしくは臨床心理士の
資格を有していること　③精神保健福祉士に関する業務におい
て８年以上の実務経験を有すること　④大学卒業以上の学歴を
有すること，という①～④の事項のいずれにも該当する者（医
療観察法第20条第３項）をいい，医療関係専門職とされている。
　社会復帰調整官は，当初審判から処遇終了期間まで，一貫し
て対象者に関わる存在である。対象者の社会復帰に向けて，鑑
定入院中の生活環境の調査から始まり，必要に応じて，入院中
の対象者の退院後の地域の調整なども行なう。その際，対象者
が退院後，地域処遇時に３～５年の間，精神保健観察により，
対象者の継続的な医療の確保を図り，訪問や面接という形で医
療や地域生活での相談支援，病状悪化時の対応等を行なう。ま
た対象者や家族，連携機関が参加するケア会議の開催，処遇実
施計画書によるケア計画等，対象者の処遇のケアマネージメン
トが基本であり，地域連携においても中心的な役割を果たす。
Ⅳ .  障害福祉サービス事業所による支援事例の検討
１.  医療観察法の対象者の地域定着に向けた支援の視点
　入院医療機関から退院許可の審判を下された者，もしくは当
初より通院医療の許可を下された者は，地域処遇を受けること
になる。医療観察法施行後,平成22年７月末までの５年間の地
域処遇件数は799人（通院決定324人，退院許可決定475人）と公
表されている。終了や再入院決定は279人，法定期間満了によ
る終了104人，満了前の処遇終了決定138人，保護観察所長の申
立てでの再入院決定10人である。平成25年７月現在において地
域処遇は毎月540件程度を示し，新規や終了件数は200件程度あ
ることから年間で740件程度にはなると思われる。
　地域処遇については，法務省保護局と厚生労働省社会・援護
局障害保健福祉部の共管による地域処遇ガイドラインに基づき
行なわれている。そこには４つの主旨が明記されているが，そ
のうちの１つに「対象者の円滑な社会復帰を促進するため，継
続的な「医療」を確保することはもとより，対象者の地域社会
への定着を図り，「本人の生活を支援する立場」にも力点を置
く」とある。地域処遇ガイドラインの基本用語の定義では，地
域処遇とは①関係機関の連携，②継続的かつ適切な医療の提供，
③生活状況の見守りと指導，④精神保健福祉サービス等の援助，
の４つである。上記の主旨の下線部分から，地域処遇には対象
者の地域定着の支援という視点が含まれていると考える。
　また法務省・厚生労働省（2012）では，平成24年度より対象
者を含めた地域相談支援が本格的に実施されることにより，「入
院対象者の円滑な地域生活への移行と定着を推進する観点が重
要である」と指摘している9。この点を踏まえ，ここでは地域
処遇の中でも，特に地域社会への定着に向けた支援に視点を置
き，事例検討を行なっていく。
２.  事例調査の概要
　医療観察法の地域処遇に関する調査については日本精神保健
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福祉士協会による報告書がある10。事例調査については，同報
告書を参考にし，聴取り調査法を用いた。事例調査では①事業
所の概要，②医療観察法の対象者の受入れのプロセスと現状の
課題，③地方自治体及び関係機関との連携，④医療観察法の対
象者の地域定着をすすめるにあたって必要な点の４点を主な内
容として予定していた。実際の事例調査では，調査対象者の支
援について重要だと思っている点や意義のある点等，対象者の
支援に携わる援助者の主観的視点に注目した。
　今回，３法人４事業所に関する事例調査を実施した。事例調
査を行なった事業所は，①医療観察法の対象者の受入れが初回
ケースの法人の事業所，②医療観察法の対象者の体験通所を行
なっており，今後受入れ予定のある法人の事業所，③医療観察
法の対象者の受入れケースをすでに複数持っている法人の事業
所である。尚③の事例調査内容は本稿の内容に反映はされてい
るが，本稿の事例として使用せずに，検討は，別の機会に譲る
ことにした。よって①を事例１，②を事例２とし，事例検討を
行なった。
事例調査は，平成25年８月に訪問にて実施した。事例調査は，
概ね１時間から２時間で実施した。
３.  事例１の検討
⑴事実の概要
　今回，対象者Ａさん（30代，男性，医療観察前の治療歴なし）
の受入れ要請があったのは，多機能型事業所（就労継続訓練Ｂ
型事業，自立訓練（生活訓練）事業）「Ｊ」（以下，Ｊ事業所）と
共同生活援助事業所「Ｋ」（以下，Ｋグループホーム）である。
Ｊ事業所とＫグループホームを運営するＧ法人は，その他に地
域活動支援センターⅢ型  「Ｌ」  （以下，Ｌ地域活動支援センタ
ー）を運営している。
　調査は，Ｇ法人Ｑ理事長，Ｊ事業所スタッフ兼Ｋグループホ
ーム世話人Ｒ精神保健福祉士を対象とした。
⑵対象者の受入れまでのプロセス
　平成24年７月，Ｃ県の入院医療機関の精神科ソーシャルワー
カー（以下，ＰＳＷ）より対象者ＡさんのＪ事業所もしくはＬ
地域活動支援センターへの見学依頼の電話が入る。本人はＥ市
の住民で入院処遇終了後はＥ市に戻ることを希望している。検
討の結果，Ｊ事業所の一日体験通所を行なう。
　その後，10月に２回目の体験通所を実施。Ａさんは，入院医
療機関のＰＳＷと一緒にビジネスホテルに宿泊し，初日は一日
中，二日目は午前中のみというプランで体験通所を実施した。
Ｇ法人では，翌25年２月にＫグループホームを開所する予定で
申請を行なっていた。その旨は，Ｊ事業所より入院医療機関の
ＰＳＷにも伝えていたため，入院処遇終了を見据え，Ｊ事業所
の外泊訓練を兼ねた体験通所を行なった。Ｋグループホーム開
所後は，朝にＫグループホームに到着し，10時頃から15時まで
Ｊ事業所にて作業を行ない，Ｋグループホームに１泊。翌日14
時頃までＪ事業所にて作業を行ない，入院医療機関に戻るとい
うプランを実施した。
　医療機関のＰＳＷ曰く「Ａさんは現在，処遇実施計画書に基
づき毎日クライシスプランを本人が記入し，自分で体調を管理
している。精神症状も安定し，症状に基づく行動も見られず，
落ち着いた入院生活を送っている。病院では優等生である」と
いう話であったとのこと。Ｊ事業所のスタッフもＡさんに対し
大人しいという印象を持ったという。
　Ａさんは，平成25年５月に退院予定だったため，その後も数
回にわたり同様のプランで外泊訓練及び体験通所を繰り返し実
施した。Ｊ事業所としては，外泊日数を増やし数日間体験通所
を行ないＡさんの状況を把握することを希望したが，入院医療
機関からは，１泊が限度という回答があったという。「入院処
遇ガイドライン」の社会復帰期治療プログラムでは，外泊は，
試験外泊に始まり退院前の最終段階では５泊の外泊を１回，７
泊の外泊を１回実施するプラン・イメージとなっている。実際
には，ガイドライン通りに行なうことは難しいようである。
⑶対象者Ａさんの受入れの条件と地域連携の難しさ
　Ａさんの受入れの打診があった際，スタッフ会議では施設長
はじめスタッフもそれにつき異論はなく，Ｇ法人理事会でも承
認されたという。ただ，Ｇ法人では偶然にも打診の時期にグル
ープホーム設立の準備をしていたため，受入れ可能だったとい
う。Ｒ精神保健福祉士，Ｑ理事長は語る。
Ｒ：グループホームができて，Ｊ事業所に通うということは
四六時中，支援ということじゃないですか。他の所に行っ
た場合，関係が上手くできないですし，支援の方法は。す
ごく法人にとっては，その方にとっても支援がしやすいか
なって思ったんですね。
Ｑ：私もそう思います。特に今回はですね。（Ｒは）グループ
ホームの管理者だった訳で，（私は）理事長ですよね。で
日中は，日中活動の場で，（Ｒは）サービス管理責任者で
すからね。一番良い状況だった訳ですね。
Ｒ：今までその方のことが全くわからないじゃないですか。で，
私たちとしても，そういう支援ができるか不安ですし，何
か変化があった時に，誰がその一番連携の上に立つ人かと
いうのが，わかりにくいですよね。
　「社会復帰調整官は，対象者の処遇終了後に一般の地域精神
保健福祉活動に定着することを視野に入れた支援を精神保健観
察当初から進めなければならない」11。その点は，障害福祉サ
ービス事業所も同様で，Ｊ事業所もＫグループホームも，Ｅ市
の支援体制の下でＡさんの支援を行なっていく必要がある。た
だ現状では，それは難しいようである。その点をＡさんの生活
保護の申請を例に説明してくれた。
Ｒ：市役所とか保健所とか関わってくれてますけれど。生活保
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護一つをとっても，いろんな施設が関わっちゃうと，どの
人が生活保護の担当になるとか。申し訳ないですけど，全
部私がしたんですね。国民年金課とか諸々全部の，市民課
だとか。どこの人がどの担当をやるかとなっちゃうと，ス
ムーズに支援ができないんじゃないかと思うんですよね。
今回，Ｎさん（地域生活支援センター）が生保の方はやり
ましょうかっていうことでお願いはしたんですけれども，
通帳を預かっているのも私ですし，諸々お小遣いのことも
私ですし，そこにＮさんが入ってきて，いちいち連絡する
のって難しいですよね。だから市役所関係とかは全部。そ
ういうことを含めると（連携体制で）どちらの施設がそれ
をやっていくかということ。
　ケア会議では，Ａさんの地域連携体制について次のような役
割分担を決めていたそうである。
①　Ｊ事業所：通所支援
②　Ｋグループホーム：居住支援
③　Ｍ健康福祉センター：電話相談・来庁面接・訪問面接
④　Ｅ市役所障害福祉課：電話相談・来庁面接・訪問面接
⑤　Ｅ市福祉事務所：訪問相談・電話相談
⑥　地域生活支援センター「Ｎ」：電話相談・来庁面接・訪
　問面接
　Ａさんの相談について，関係機関で分担したり連携したりす
る仕組みは考えていたという印象である。しかし受入れ先のＪ
法人はＡさんの支援について関係機関で連携して取組んでいく
というよりも，あくまでＪ法人の事業所内で手厚く行なってい
く必要性があると考えていた。つまり大部分をＪ法人の事業所
で抱え込まないと，Ａさんの支援はできないということである。
その点についてＲ精神保健福祉士は「そう思います。すごく疲
れます」と語っている。
⑷対象者Ａさんの受入れ後の現状と課題
　予定通りＡさんは，平成25年５月退院許可が下り，Ｊ事業所
とＫグループホームの利用契約を締結。Ａさんに家族はいない
ため従姉妹が保証人になった。５月Ｘ日にＫグループホームに
入居。Ｊ事業所への利用も開始となるが，５月Ｘ＋２日にＡさ
んに変化が見え始める。５月Ｘ＋９日に，隣接するＤ県の通院
医療機関に，Ｒ精神保健福祉士が付き添って通院。そのまま市
長同意にて医療保護入院となる。入所後のＡさんの変化につい
てＲ精神保健福祉士は語る。
Ｒ：（数日の間に）こんなにも変わるのかっていうくらいＡさ
んは，ハイ状態になってしまったんですよね。（中略）私も，
以前のＡさんって知らないじゃないですか。Ａさん本当は
どっちが本当なのって聞いたんですよ。今までのＡさんと，
今のＡさんは違うねと。病院に入院している時は，楽しい
ことも何もないから自分を抑えただけなんだっていうんで
すよね。今の自分は本当の自分だっていうんですよ。
　退院前のケア会議では，入院時の主治医は２週間に１度の通
院程度でよい状況という見解を示していた。また５月Ｘ＋２日
に，面会に訪れた社会復帰調整官も「（入院中）とはちょっと
違うな」と話したという。Ｒ精神保健福祉士が従姉妹に電話す
ると「私もそんなに会ったことがないから，わからない」とい
うことだった。
　対象者については社会復帰調整官が当初審判の段階で，生活
環境調査をして，家族環境，生活歴等を把握することになって
いる。Ｇ法人にもＡさんに関する基本情報は提供されている。
ただ，本人の病前性格や，家庭環境が把握できないまま受入れ
をすることはスタッフにとっては不安要因となる。それはＡさ
んの支援においても望ましくない。
Ｒ:（Ａさんに）何がきっかけだったって聞いたら，５月Ｘ＋６
日がたまたまＡさんの誕生日だったんですよ。で，誕生日
だから従姉妹さんに誕生日パーティをやってくれって（従
姉妹の自宅に）行ってしまったようなんです。友達にも電
話をかけまくっていたんですね。ケイタイで。それで夜も
眠れなくなって。
　このことから，退院による生活の変化等の環境要因が，Ａさ
んの病状の変化に影響を与えていることがうかがえる。Ｋグル
ープホームでは，Ａさんの服薬管理も病院で行なっていた方法
と同じやり方で行っていたため必要量の服薬ができていた。よ
って誇大評価していた面もあったらしい。ただＡさんの場合，
退院から日が浅く，通院医療機関や社会復帰調整官とも連絡を
取りやすい状況にあり，通院医療機関も緊急対応を取ったため
大事には至らなかった。
⑸地域定着に向けた支援をすすめるにあたって必要な点
　地域定着に向けた支援をすすめるにあたって必要な点につい
て，Ｒ精神保健福祉士は「まずは緊急対応可能な通院医療機関
が居住地の周辺にあること」と語る。Ａさんの通院医療機関決
定に際しては，県内医療機関は受入れを断ったという。Ａさん
の生活を考慮すると，通院にかかる長時間移動は厳しく，緊急
時の対応も困難になる。通院機関の増加が第一であることを前
提に，次の３点が必要だという。
①　症状再燃の早期発見，生活全般の見守りに重点を置く
②　面接や相談を通し，ストレスや体調の変化を早期に把握
し，必要に応じて受診のための援助をする
③　相談内容に応じて，各関係機関に連絡をする
　事例１においては，対象者の地域定着に向けた支援は，同一
法人である程度抱え込まなければ難しいことがあらためて確認
できた。一方では，やはり地域での連携体制を築かなければ，
今後も様々な課題が生じることは明白である。
Ｑ：今の彼がですね。状態が落ち着いて２，３年ここでしっか
りやって，一般就労しようという時になってくると，今ま
でみたいな個人としての昼夜の観察ということはなくなり
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ますからね。その時に，どこがきちっと見てくれるかとい
うこと。やっぱりうちが見なきゃいかんのか。生活支援セ
ンターが見てくれるのか。そういうところのシステムが，
はっきり一般就労，あるいは日中活動が別だというのは難
しいんじゃないかな。
Ｒ：今のところＫグループホームと事業所だけだから主になる
んでしょうけど，本人は就労したいという希望もあります
し，グループホームもいずれは出て行くんでしょうし，そ
の時に（どこが支援の）メインになるのか。全く医療から
離れる訳はないでしょうし。
　地域処遇が終了後，通常の精神保健福祉サービスへの支援に
移行することを踏まえると，早い段階から他の関係機関とつな
がりを持ち，Ａさんの支援に対する何かしらの役割を担っても
らう必要がある。Ａさんの将来を見据え，本人の希望に沿った
支援を行なうことが地域での定着した生活へとつながる。ただ，
現状ではＧ法人の事業所で抱え込まなければ，Ａさんは地域で
生活を続けることは難しくなるだろう。尚，Ａさんは，約３カ
月の入院治療を経て８月Ｘ日に退院。Ｋグループホームでの生
活を再開した。
４.  事例２の検討
⑴事実の概要
　対象者Ｂさん（40代，男性，医療観察前の治療歴なし）の受
入れ要請のあった事業所は，Ｈ法人の運営するＦ市の就労継続
支援Ｂ型事業所「Ｏ」（以下，Ｏ事業所）である。調査はＯ事
業所Ｓ施設長，Ｔ精神保健福祉士を対象とした。
⑵対象者Bさん受入れのプロセス
　平成25年１月，Ｏ事業所にＦ市役所障がい福祉課より，対象
者Ｂさんの受入れ依頼の連絡が入る。Ｂさんは現在Ｆ市外の入
院医療機関に入院中。退院後はＦ市の自宅で生活を希望してい
るという。Ｆ市には，精神障害者を主とした通所先がＯ事業所
かＩ法人のＰ事業所しかない。Ｆ市障がい福祉課からは「選択
肢としては，Ｏ事業所しかない。だから是非受けて欲しい」と
依頼があったという。
Ｓ：Ｆ市としては市内にないとはいいたくはないと。そうなっ
た時にＯ事業所しかない。是非という話。そこで選択の余
地がない。どんな方なのか，その方の適性，施設としての
適正とか関係なく，受けざるを得ない。断ろうと思えば断
れたのかもしれないんですけれども，やはり市から委託の
相談事業ももらっていたりする立場的なものもあって。断
れないかなと思っての受入れです。
　「地域処遇ガイドライン」には市町村主管課の役割として「精
神保健福祉サービス利用の窓口となり，あっせん調整を行う」
とある。事例１は，通院医療機関からの依頼であったが，事例
２は，市からの依頼である。むろんいずれの場合も，通院医療
機関にて行なわれるケア会議で協議した上での依頼となる。そ
のケア会議については，Ｂさんの体験通所後の３月に予定され
ていたが，Ｏ事業所の都合が合わず欠席。ケア会議の内容も知
らされていないらしい。
　退院後の受入れ先である障害福祉サービス事業所が，ケア会
議当初から参加するケースは少なく，受入れ先である障害福祉
サービス事業所の意向は反映されにくい。Ｂさんの体験通所も，
通院医療機関から日程を指定されたという。
Ｓ：ちょっとそれは困りますといっても，何回かは向こう  （病
院）の日程が優先するからっていうことでいわれて。やっ
と（病院の）担当の方が変わって，最近ちょっとこっちの
都合を聞いてくれるようになった。それでも先日もらった
連絡では，もう日程が決まっちゃっているんで申し訳ない
けど受けて下さいと。ではそれでは１日は難しいので半日
だけにさせて下さいと話しましたけど。
　退院を見越した，居住地での体験通所は，入院医療機関の治
療プログラムとして行なわれる。よって医療機関の都合が優先
される場合が多い。入院中の対象者の退院後の生活環境の調整
については，社会復帰調整官の役割にもなっている。そのため
対象者の体験通所にかかる医療機関と障害福祉サービス事業所
の調整については，社会復帰調整官の役割でもあるが，社会復
帰調整官の配置は十分ではない。
　尚，Ｂさんの体験通所は，平成25年６月までに３度行なわれ
ている。当初は，７月にもう一度体験通所を行ない，８月に退
院予定ということであった。しかし通院医療機関の決定に時間
がかかり，退院は未定ということである。
⑶対象者Bさんの受入れに向けての課題
Ｔ：基本情報としていただいていたものが情報としてあったん
ですけど，その中で，病識がないという情報の書き方があ
りまして。その辺で，ご本人に病識がないという中で，そ
の方は刃物を使っての事件ということで，作業の中でどの
ように対処していけばいいのかというところが，ちょっと
誰に聞いて良いのかというところも含めて，こちらの作業
の現場のやり方の中で，ご本人がどのように過ごしていた
だけるかなって。で，こちらも関わっていったら良いのか
なという話は（スタッフ間で）出ました。
　「入院処遇ガイドライン」の共通評価項目にある「個人心理
的要素」では，「精神疾患と他害行為との関連性によって病識
のなさに対する評価は異なってくる」とされている。しかしな
がら，Ｓ施設長は，Ｂさんの正式な受入れについて，本人が病
識を持つことが重要だと指摘する。
Ｓ：ご本人の病識がないというのは，ご本人，入院する前は受
診されてなかった。事件後治療を受けるようになっても本
人の中で事件のことが飛んじゃっていて，なかなかそこが
振り返られない。振り返られないまま退院に向けて準備を
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していますというお話だったんですね。（中略）そこの振
り返りはきちんとしていただきたいとかのお願いはしたん
ですけれどね。
　加えて受入れをするにあたっては，医療面，生活面のサポー
ト体制の構築が重要な課題だと指摘する。
Ｓ：しっかりとサポート体制を作って下さいとお願いだけはし
ています。まず服薬管理。ここでは服薬管理はしないです
から。あと生活面の見守り的な部分とかは入っていただい
て，体調の崩れが出てくるのであれば，そちらの方できち
んとキャッチしていただけるような体制を作ってほしいな
と思います。訪問看護だったり，もしかしたらヘルパーが
必要になるのかそういうサービスは是非使ってほしいと思
いますけど。
　Ｂさんの場合，Ａさんとは異なり通所によるサービスのみ利
用することになる。その場合，Ｂさんが一利用者としてＯ事業
所に定着していくためには，生活面の状況の把握が必要である。
退院が許可され，通院による医療が必要となった場合，Ｂさん
の「処遇実施計画」が作成される。
　処遇実施計画では，通院医療機関による通院治療プログラム
が開始される。また生活面に関しては，社会復帰調整官による
精神保健観察や保健師等による訪問が開始される。よってＯ事
業所は，これまでとは異なり医療機関だけでなく多機関と連携
し，調整を図っていくことになる。
　Ｂさんが地域に定着していくためには，医療，居宅生活，日
中活動に関する支援は欠かせない。退院当初は通院医療機関に
よる通院処遇が中心となるが，病状，生活とも安定してくれば，
日中活動の場であるＯ事業所での支援が中心になってくると想
定される。その際，Ｂさんの地域支援体制をコーディネートし
ていく役割は，社会復帰調整官になる。
Ⅴ .  社会復帰調整官の役割の実際（事例調査から）
　かつては精神保健福祉士として活躍し，医療観察法施行当初
からは社会復帰調整官を務めてきたＳ氏に快諾を得て，社会復
帰調整官の実際に関して意見を聞く機会を得た。その聴取り結
果をもとに整理する。
１.  社会復帰調整官の役割の実際
　医療観察法にはその役割として「対象者の医療継続と再発（再
他害行為）防止」が明記されている。地域処遇では「医療」「精
神保健観察」「援助」の三要素が重要となるが，社会復帰調整
官は「精神保健観察」を担当する。すなわち，定期的に対象者
面接を行なうことで対象者の状態観察や意向聴取を行なう。ま
た，対象者に応じた処遇内容の見直しを図るために定期的にケ
ア会議を開催し，特に関係機関との情報共有や役割分担を重視
する。また最近では，医療観察法の処遇と障害者総合支援法の
計画相談支援が並行して行なわれてゆくことも増えている状況
にある。その職名から社会復帰の為の具体的なサービス支援
の「調整」を担ってくれるコーディネーターと受け止める誤解
が少なくないが，医療観察法によって期待される役割は「抑止
力」的な部分が大きいこともあってか，コーディネーターとい
うよりも対象者への直接援助者としての割合が大きいことを実
感する毎日であるとのことである。現在，ケア会議が地域処遇
の重要な核となると考え，ケア会議の方法を一番工夫しており，
そのことに苦労するという。対象者評価（リスク評価も含めて）
を継続的に行ない，関係機関担当者からもコンセンサスを得る
ことが処遇終了するためにも不可欠であると考えている。現在
の精神医療の課題として，対象者に関する情報が整理されてい
ないこと，担当者によって評価がばらばらであったりすること
がある。それらに起因し，医師の見解によって方向性が左右さ
れやすいことを実感するという。
２.  対象者の地域生活定着支援の課題
　医療観察法ではあくまで地域社会における「処遇」であり，
社会復帰調整官の役割は「精神保健観察」と規定されているが，
かつて精神保健福祉士として精神障害者の地域生活支援にあた
ってきた経験からも社会復帰調整官の本来的役割は対象者が全
人的な意味で社会復帰し，地域生活を送れるようにすることで
あると考える。そのための課題を５つに整理しておきたい。
①　当然の如く衣食住の安定が大前提として必要である。経
済的に安定し，住む場所があり，日中過ごす場所がある。
安心して毎日暮らせる環境がなければ，医療継続はもちろ
ん，精神的な安定が図れない。
②　本人の生きがい（将来の希望）をどのように見つけても
らえるかを支援する課題がある。夢も持てない，小さな幸
せも見つけられないといった状況では自殺のリスクが強く
懸念され，満期期間前のケア会議においても関係機関から
コンセンサスは得られない状況も少なくない。自殺と法終
了後の再他害行為の惹起も今後の課題になると思われる。
③　対象者自身が自分の病気の理解を深めること，セルフマ
ネジメントできるように支援することが極めて重要な課題
である。薬に関するアドヒアランス（adherence）を獲得で
きること，リスクのシナリオを自ら把握し，再燃するサイ
ンが出た段階ですぐに相談できるようになること，これが
地域処遇，地域生活定着支援における一番の目標ではない
かと考えられる。
④　地域生活定着支援センターの機能課題も検討が必要であ
る。家探しと経済基盤の確保，あるいは仕事（障害者には
就労支援事業所）の提供がメインとなっていることからも，
それらへの支援が地域定着には不可欠と考えられる。その
機能強化は不可欠である。
⑤　社会復帰調整官の力量やとらえ方の課題がある。対象者
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のリスクのシナリオや病状悪化の注意サインの把握が重要
であり，入院中からクライシスプランを作成し，本人の同
意も得た上で地域処遇に移行するが，それだけに社会復帰
調整官の力量に負うところが大きいという課題がある。ま
た，医療観察法は地域定着させるために，ある意味では処
遇をパッケージ化して提供する側面がある。強制力や抑止
力の関係性をもってパッケージ化によって地域定着できた
とみるのかは非常に難しい課題があることを痛感する。そ
れだけに社会復帰調整官のとらえ方に課題を見ざるを得な
い。
Ⅵ .  今後の課題（まとめにかえて）
　社会復帰調整官の精神保健観察の下，対象者は医療や精神保
健福祉サービス等の提供を受けながら，地域処遇ガイドライン
に基づき地域社会の中で，社会復帰を目指していく。社会復帰
調整官が対象者と関わりを持てるのは，最長５年間である。そ
の後，彼らは，自らの意思により，医療や精神保健福祉サービ
ス等を選択しながら，契約に基づく地域社会の一員として生活
していくことになる。
　しかし，事例調査から得た事例を検討していく中で，対象者
の処遇にあたり，その担い手になるべき精神保健福祉サービス
事業所，関係諸機関等の現場が，相互にどのような役割を担う
べきなのかを模索している姿が浮かび上がってきた。それには，
様々な要因が考えられるが，指定医療機関と社会復帰調整官の
絶対数が足りないことも，あげられる。処遇期間が終了すれば，
対象者は医療観察から外れ，独り立ちする。そのために，社会
復帰調整官は，対象者の処遇期間中にケア会議を開催し，適切
な医療の確保，精神保健福祉サービス等の継続的な利用環境を
整えていくべきである。さらに，社会資源等を増やし，社会復
帰調整官のコーディネート力で，対象者の地域定着に向けて，
関係諸機関の連携を構築していく必要が求められる。
　これらは，処遇終了後，対象者が生活者として「地域で社会
生活ができる法的利益」を担保することを意味する。
　一方，処遇期間終了後，対象者は，一人の生活者として地域
で社会生活を営むが，その際，後見制度の利用も必要であろう。
本人の意思で，契約に基づく地域社会の中で，自ら，医療や精
神保健福祉サービス等を選び，それらが本人にとり適切なもの
かどうか，本人に寄り添って共に考えてくれる後見人等の存在
が，これからの本人の生活には必要である。再発も再犯もする
ことなく，地域に定着するために，後見制度等の利用を考察す
ることも課題としたい。
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